
承認組合（※）による農林漁業法人等への出資事例 

 
【承認組合の概要】 

組 合 名 称 あかふじファームイノベーション投資事業有限責任組合 

運 営 主 体 日本戦略投資株式会社 

組 合 員 ・日本戦略投資株式会社 
・株式会社神明ホールディングス 
・株式会社日本政策金融公庫 

組 合 規 模 ５億円 

投 資 対 象 
の 範 囲 

日本全国の農業法人 

上  記  組  合 
に  関  す  る 
問い合わせ先 

担当部署 日本戦略投資株式会社 

連 絡 先 ＴＥＬ：050－5526－2717 

※「承認組合」とは、農林漁業法人等投資育成事業に関する計画について農林水産大臣の

承認を受け、農林漁業法人等の株式等の取得及び投資先農林漁業法人等に対して経営又

は技術の指導を行う投資事業有限責任組合のことです。 

 

【出資概要】 

 出 資 先 名 株式会社アグリーンハート 

所 在 地 青森県黒石市馬場尻東 61 番地 15 

事 業 内 容 コメ（有機米も含）の生産、集荷、販売業務 
有機大豆の生産、販売 

出 資 額 30 百万円 

出 資 の 経 緯 
（ 目 的 ） 

同社は、65ha で低コスト大量生産型と高付加価値生産型（自

然栽培米）の二つの対照的な米作営農モデルを構築し、販

路も拡大している。今後徐々に面積を拡大し、最先端の IT

技術も活用し効率化も図ることで成長が見込まれる上、農

業教育や福祉などの貢献も評価し、設備投資および事業基

盤強化のため、出資を決定した。 

出 資 金 の 使 途 運転資金又は設備資金 

出 資 形 態 無議決権株式引受 

 契 約 時 期 2022 年 9 月 

 
 
 



 
【出資概要】 

 出 資 先 名 有限会社川口グリーンセンター 

所 在 地 宮城県栗原市一迫字川口町尻 8 番地 

事 業 内 容 コメの生産、販売、輸出米販売 
米粉事業、米粉パンフレンドリーチェーン事業 
苗・花生産 

出 資 額 30 百万円 

出 資 の 経 緯 
（ 目 的 ） 

同社は、86ha での米生産・販売、米粉事業、苗・花生産と、

多角的な経営を行う会社である。高品質米を地元飲食店や

EC サイトで販売するなど、米の 9 割を直接販売が占め、販

売実績を伸ばしている。近年は輸出米にも取り組む他、更

なる面積拡大により成長が見込まれ、地域農業振興への貢

献も評価し、設備投資および事業基盤強化のため、出資を

決定した。 

出 資 金 の 使 途 運転資金又は設備資金 

出 資 形 態 無議決権株式引受 

 契 約 時 期 2022 年 9 月 

 

【出資概要】 

 出 資 先 名 有限会社 山形川西産直センター 

所 在 地 山形県東置賜郡川西町大字下小松 1672-1 

事 業 内 容 コメの生産、集荷、販売業務 
和牛の繁殖生産、販売 

出 資 額 15 百万円 

出 資 の 経 緯 
（ 目 的 ） 

山形ブランド米の「つや姫」を始めとした米の生産、集荷、

販売を行う。和牛繁殖事業も手掛けており、自社で生産し

た牧草や稲わらを活用した耕畜連携体制での資源循環型農

業を実践している。代表者は山形県農業法人協会の会長を

務める。今後の規模拡大も視野に入れており、事業基盤強

化のために出資を決定した。 

出 資 金 の 使 途 運転資金 

出 資 形 態 株式引受 

 契 約 時 期 2023 年 6 月 

 

 



 
【出資概要】 

 出 資 先 名 株式会社 ASO AGROSSTYLE 

所 在 地 熊本県阿蘇市三久保 216 番地 33 

事 業 内 容 水稲、大麦、大豆、そば、アスパラの生産及び販売、農

作業受託 

出 資 額 50 百万円 

出 資 の 経 緯 
（ 目 的 ） 

熊本県阿蘇地域で特別栽培米を中心とした多品目栽培

に取り組む農業法人。取引先の開拓も積極的に行い、地

元の病院やスーパーなど直接取引先を中心に安定的な

販路を確保している。自社生産量の増加を目的に、農地

取得による耕作面積拡大を実現するため、出資を決定し

た。 

出 資 金 の 使 途 設備資金 

出 資 形 態 株式引受 

 契 約 時 期 2024 年 12 月 

 

 

【出資概要】 

 出 資 先 名 米井ファーム株式会社 

所 在 地 岡山県津山市下高倉東１１９７ 

事 業 内 容 コメ、大豆の生産、販売業務 

出 資 額 30 百万円 

出 資 の 経 緯 
（ 目 的 ） 

同社は、米作を中心に 43ha で作付けを行う農業生産法

人。地域では農事組合法人を除き個人経営では唯一の大

規模稲作法人で、今後も面積拡大が見込まれる上、効率

化および設備投資による大規模化により成長が期待さ

れる法人である。また地域農業への貢献度の高さも評価

し、設備投資および事業基盤強化のため、出資を決定し

た。 

出 資 金 の 使 途 運転資金又は設備資金 

出 資 形 態 無議決権株式引受 

 契 約 時 期 2025 年 4 月 

 
 


